
  　  社会資本に対する、現在までの世代がすでに負担している割合（社会資本形成の世代間比率）【純資産／総資産】

   　　償却資産の耐用年数に対して、取得からどの程度経過しているか把握する割合【減価償却累計額／取得価額】

　　　この比率が低いほど財政状況が健全であることを示します。　　　　　　　

　⇒　堅調な財政運営　
（基金積立、資産形成）
（将来世代の負担の軽減）

●　４つの財務書類の公表について

●　財務書類作成に当たって（効果）

1 業務活動収支

2

3

※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

50億1,786万円本年度資金収支額 1,155万円 　　物件費、減価償却費、維持補修費など

　町民の皆さんに町の財政状況をよりよく理解していただくため、国
が推奨している「新地方公会計制度」に基づいて、４つの財務書類
を作成しました。

　今回の財務4表は、平成26年4月に総務省から報告された今後の地
方公会計の推進に関する研究会報告書の「統一的な基準」により作成し
ています。この「統一的な基準」の特徴は全ての固定資産を対象に公正
価格を評価することにあります。そのため、土地及び建物の固定資産台帳
を整理したことから財産管理の適正化が図られました。

79.2%

②資産老朽化比率（資産の老朽割合）・・・・・・・ 52.5%

　現金の流れを示すものです。その収支を性質に応じて区分
して表示することで、町がどのような活動に資金を必要として
いるかを表示しています。

川越町の純資産（資産から負債を引いた残り）が年
度内にどのように増減したかを明らかにするものです。総
額としての純資産の変動に加え、それがどのような財源
や要因で増減したかの情報を表示しています。

前年度資金残高との合計は 7億1,750万円

　   ※　令和5年度末現在︓償却資産取得価額等︓　 減価償却累計額︓ 496億8,624万円

①　業務活動収 7億483万円
②　投資活動収

945億5,944万円

③負債比率 (純資産に対する負債の割合)・・・・・ 26.3%

　　人件費、退職手当引当金繰入など
前年度末資金残高（繰越金） 6億4,534万円

本年度末資金残高（来年度繰越金） 7億1,750万円 本年度末純資産残高 635億7,189万円 （純経常行政コスト+臨時損失－臨時利益）
本年度末歳計外現金残高（預り金） 6,061万円 　　　その他 0 純行政コスト

102億3,276万円

財務活動収支
6,717万円

　　　（町税、地方交付税、
　　　国・県補助金）

（経常費用－経常収益）

  物件費等

地方債等発行、償還など
 臨時損失　災害復旧費など 1,972万円

　　補助金等、社会保障給付、他会計への支出など

　　　資産形成への充当 0  臨時利益　資産売却益など 2,412万円

税収、国県等補助金、人件費など
　　支払利息など

本年度変動高 9億4,477万円   移転費用
42億963万円

公共施設等整備費支出、国県等補助
金など

 経常収益 8億1,986万円
　　　財源

84億1,801万円
純経常行政コスト

102億3,716万円

投資活動収支
△7億6,044万円

　　　△純行政コスト △102億3,276万円

7億483万円
前年度末純資産残高 626億2,711万円

  その他の業務費用
1億7,703万円

② 行政コスト計算書資産合計 802億8,252万円 負債及び純資産合計 802億8,252万円
  町の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を示
すものです。従来の官庁会計では捕捉できなかった減価償却費な
ど非現金コストについても計上しています。経常費用合計から経
常収益合計を差引いたものが当該年度の純経常行政コストとな
ります。

④ 資金収支計算書 ③ 純資産変動計算書

２
流
動
資
産

(1) 現金預金 7億1,750万円 純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

(2) 基金、未収金など 115億7,983万円 純資産合計 635億7,189万円

 経常費用 110億5,703万円
  人件費 16億5,251万円

(2) インフラ資産
346億8,212万円

町の令和5年度財政運営の総括 
(3)物品、ソフトウェアなど 18億5,792万円

(2) その他の流動負債 11億4,277万円
(4)投資その他の資産 147億7,369万円

負債合計 167億1,063万円
③　財務活動収 6,717万円
①〜③の合計である令和5年度の資金収支は 1,155万円

△7億6,044万円

　貸借対照表は会計年度末時点において町の資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってき
たかを一目で分かるようにしたものです。左側に資産を表示し、右側に負債及び資産と負債の差額である純資
産を表示しています。

川越町の統一的な基準による財務書類（令和5年度 全体会計）概要

令和5年度財政運営は、堅調な財政運営を行っている。

　　　　　① 貸借対照表(バランスシート） 町の資産と負債の状況

１
固
定
資
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(3) その他の固定負債 94億9,913万円
　　道路、公園、橋梁、上下水道など

２
流
動
負
債

(1) 賞与等引当金 9,905万円

(1) 事業用資産

166億7,146万円
１
固
定
負
債

(1) 地方債 58億2,360万円
　　庁舎、学校、保育所、体育館、
　　町営住宅、地区集会所など (2) 退職手当引当金 1億4,607万円

①純資産比率（今までの世代で負担済分）・・・・

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来世代が負担する金額）



【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 67,985,185,001   固定負債 15,468,808,283

    有形固定資産 52,568,080,557     地方債等 5,823,600,637

      事業用資産 16,671,455,651     長期未払金 -

        土地 6,214,825,118     退職手当引当金 146,074,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 9,499,133,646

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,241,822,563

        建物 22,208,198,638     １年内償還予定地方債等 815,284,189

        建物減価償却累計額 -12,237,420,553     未払金 119,827,879

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,217,451,629     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -888,525,601     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 99,047,904

        船舶 -     預り金 60,608,810

        船舶減価償却累計額 -     その他 147,053,781

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 16,710,630,846

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 79,461,056,001

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -15,889,168,756

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 156,926,420

      インフラ資産 34,682,118,917

        土地 1,480,058,282

        土地減損損失累計額 -

        建物 10,950,086,125

        建物減価償却累計額 -6,129,920,325

        建物減損損失累計額 -

        工作物 57,337,783,252

        工作物減価償却累計額 -29,026,490,547

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 70,602,130

      物品 2,618,391,218

      物品減価償却累計額 -1,403,885,229

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 643,410,613

      ソフトウェア 168,620,267

      その他 474,790,346

    投資その他の資産 14,773,693,831

      投資及び出資金 24,537,621

        有価証券 -

        出資金 24,537,621

        その他 -

      長期延滞債権 112,703,965

      長期貸付金 -

      基金 14,644,067,168

        減債基金 -

        その他 14,644,067,168

      その他 -

      徴収不能引当金 -7,614,923

  流動資産 12,297,333,090

    現金預金 717,500,693

    未収金 102,431,944

    短期貸付金 -

    基金 11,475,871,000

      財政調整基金 8,411,863,000

      減債基金 3,064,008,000

    棚卸資産 1,751,772

    その他 -

    徴収不能引当金 -222,319

  繰延資産 - 純資産合計 63,571,887,245

資産合計 80,282,518,091 負債及び純資産合計 80,282,518,091

全体貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

全体行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 11,057,025,458

    業務費用 6,847,399,421

      人件費 1,652,512,037

        職員給与費 1,303,976,774

        賞与等引当金繰入額 97,615,370

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 250,919,893

      物件費等 5,017,856,775

        物件費 2,457,141,198

        維持補修費 189,539,661

        減価償却費 2,371,175,916

        その他 -

      その他の業務費用 177,030,609

        支払利息 48,980,452

        徴収不能引当金繰入額 3,026,611

        その他 125,023,546

    移転費用 4,209,626,037

      補助金等 3,225,694,296

      社会保障給付 980,391,350

      その他 3,540,391

  経常収益 819,863,506

    使用料及び手数料 407,543,009

    その他 412,320,497

純経常行政コスト 10,237,161,952

  臨時損失 19,722,322

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 19,722,322

  臨時利益 24,123,541

    資産売却益 809,972

    その他 23,313,569

純行政コスト 10,232,760,733



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 62,627,114,658 66,478,952,488 -3,851,837,830 -

  純行政コスト（△） -10,232,760,733 -10,232,760,733 -

  財源 8,418,007,620 8,418,007,620 -

    税収等 6,108,505,498 6,108,505,498 -

    国県等補助金 2,309,502,122 2,309,502,122 -

  本年度差額 -1,814,753,113 -1,814,753,113 -

  固定資産等の変動（内部変動） 13,137,265,513 -13,137,265,513

    有形固定資産等の増加 14,611,039,243 -14,611,039,243

    有形固定資産等の減少 -1,834,716,500 1,834,716,500

    貸付金・基金等の増加 976,002,770 -976,002,770

    貸付金・基金等の減少 -615,060,000 615,060,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 2,759,525,700 -155,162,000 2,914,687,700

  本年度純資産変動額 944,772,587 12,982,103,513 -12,037,330,926 -

本年度末純資産残高 63,571,887,245 79,461,056,001 -15,889,168,756 -

全体純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

全体資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,502,242,272

    業務費用支出 4,292,616,235

      人件費支出 1,646,251,957

      物件費等支出 2,522,875,676

      支払利息支出 920,144

      その他の支出 122,568,458

    移転費用支出 4,209,626,037

      補助金等支出 3,225,694,296

      社会保障給付支出 980,391,350

      その他の支出 3,540,391

  業務収入 9,226,723,854

    税収等収入 6,133,536,483

    国県等補助金収入 2,304,385,122

    使用料及び手数料収入 424,176,042

    その他の収入 364,626,207

  臨時支出 19,722,322

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 19,722,322

  臨時収入 66,569

業務活動収支 704,825,829

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,886,474,762

    公共施設等整備費支出 1,518,771,654

    基金積立金支出 361,973,108

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 5,730,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,126,033,588

    国県等補助金収入 362,547,000

    基金取崩収入 607,004,000

    貸付金元金回収収入 8,056,000

    資産売却収入 809,972

    その他の収入 147,616,616

投資活動収支 -760,441,174

【財務活動収支】

  財務活動支出 528,232,978

    地方債等償還支出 425,978,742

    その他の支出 102,254,236

  財務活動収入 595,400,000

    地方債等発行収入 595,400,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 49,289,399

本年度歳計外現金増減額 11,319,411

本年度末歳計外現金残高 60,608,810

本年度末現金預金残高 717,500,693

財務活動収支 67,167,022

本年度資金収支額 11,551,677

前年度末資金残高 645,340,206

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 656,891,883


